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化学物質の危険性解析と影響評価の基本スキームガイダンス 

 

 

 

 

 

 化学物質の危険性を判定し、事故などの非定常放出に伴う影響評価を実施する流れは以下の通りです。 

 

 

化学物質：はじめに、評価の対象とする化学物質を選定します。 

 

危険性の判定：対象とする化学物質が、危険性および有害性を有するか調査します。まず、米国海洋大気

庁(NOAA)より提供されている CAMEO Chemicals(http://cameochemicals.noaa.gov/)にアクセスします。 

 

【概要】 

 化学物質のフィジカルリスク評価を行うにあたり、本プラットホームを活用した評価方法

のガイダンスを以下に示します。 
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Search を左クリックし、物質名(または物質名の一部)、CAS 番号、UN/NA 番号を入力し、右の検索ボ

タンを左クリックして検索してください。 
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以下は、「HBCD」で検索した例です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2010/03/20　横浜国立大学　大学院環境情報研究院／安心・安全の科学研究教育センター



4 

 

 

を左クリックすると、物質情報データシートが表示されます。 

 

 

Chemical Identifier: CAS 番号や性状、NFPA704 による危険性が表示されます。 

 

 

 

 

2010/03/20　横浜国立大学　大学院環境情報研究院／安心・安全の科学研究教育センター



5 

 

 

 

 

Hazards: 物質の危険性について表示されます。 

 

Reactivity Alerts: 反応性に関する警告 

 

Air & Water Reactions: 空気、水との反応性 

 

Fire Hazard: 火災危険性。ここでは、引火点(Flash point)に関する情報はありませんが、可燃性を有する

可能性があることが記されています。 

 

Health Hazard: 有害性情報 

 

Reactivity Profile: 反応性の詳細が記されています。強酸化剤と激しく反応することが記されています。 

 

Belongs to the Following Reactive Group(s): 属する反応性グループについて記されています。ここでは有

機ハロゲン化合物(Halogenated Organic Compounds)であることが記されています。 
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Response Recommendations: 緊急対応の勧告 

 

Fire-Fighting: 火災時の対応 

 

Non-Fire Response: 非火災時の対応 

 

Protective Clothing: 防護服について 
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First Aid: 初期対応 

 

 

 

 

Physical Properties: 物性値 

Molecular Formula: 分子式(C12H18Br6)  

Flash Point: 引火点  

Lower Explosive Limit: 爆発下限界濃度 

Upper Explosive Limit: 爆発上限界濃度  

Autoignition Temperature: 発火点  

Melting Point: 融点  

Vapor Pressure: 蒸気圧  

Vapor Density: 蒸気密度  

Specific Gravity: 比重  

Boiling Point: 沸点  

Molecular Weight: 分子量(641.7 (NTP, 1992))  

Water Solubility: 水溶解度(Insoluble (NTP, 1992))  

AEGL, ERPG, TEEL, IDLH は急性曝露によるヒト健康影響評価のための判定値です。  
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Regulatory Information: 対象化学物質に該当する法規制について記されています。 

 

 

Alternate Chemical Names: 対象化学物質のその他の呼称が記されています。 
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データの有無の判定：ALOHA による影響評価では、以下の物性値が必要となります。 

 

物性値 

流出源モデル ガス拡散モデル 

Direct 

(直接) 

Puddle 

(プール) 

Tank 

(タンク) 

Pipeline 

(配管) 

Heavy Gas 

モデル 

Gaussian 

モデル 

物質名 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

物質量 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

標準沸点 ◇ ○ ○ ○ ○  

臨界圧力 ◇ ○ ○ ○ □  

臨界温度 ◇ ○ ○ ○ □  

気体密度     ○  

標準凝固点  ○ ○    

気体熱容量  ○ ○ ○ ○  

液体熱容量  ○ ○    

燃焼熱 F F F F   

蒸気圧     **  

○ 必要となる物性値 

◇ 流出速度および流出量を体積単位で表記する場合必要になります。 

□ 蒸気圧が入力されていない場合必要になります。 

F 火災・爆発のシナリオを評価する場合必要になります。 

** 臨界圧力および臨界温度が入力されていない場合必要になります。 

 

 可燃性を有する化学物質の火災・爆発影響評価では、燃焼熱が必要となります。さらに、フラッシュ火

災の可燃性領域を計算するためには、爆発下限界濃度(LEL)を入力する必要があります。また、蒸気雲爆発

では爆発下限界濃度(LEL)と爆発上限界濃度(UEL)の情報が必要になります。 

 

これらの情報が得られない場合、有料の DIPPR データより情報を調査します。米国化学工学会 AIChE

の提供する DIPPR データベースは、世界の化学プロセスで広く利用されています。Brigham Young 大学

が中心となって開発しており、純粋物質を対象とする DIPPR Project 801 の収録化学物質数は、現在、1973

個となっています。 
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DIPPR データベースに化学物質が見当たらない場合には、Brigham Young 大学より開発されている物

性予測ツール Diadem Professional(http://dippr.byu.edu/prices.asp#Network)で計算することができます。

Diadem Professional は、DIPPR 801 データベースを購入する際にネット利用契約を結ぶことができます。 

 

 

 

 

 

影響評価ツールで解析: 評価に必要な物性値が得られる場合、ALOHA などの影響評価ツールを用いて評

価を行います。(以下 ALOHA のテクニカルガイダンスをご参照ください。) 

 

 本プラットホームで評価事例として挙げた HBCD および原料となる臭素、さらに発泡ポリスチレンの発

泡剤に使用されるイソブタンについて判定スキームを参照し、判定を行った結果は以下の通りです。 

 

化学物質

影響評価ツールで解析

データの有無の判定

HBCD

①CAMEO Chemicals

ALOHAなどの影響評価ツール

③DIPPRデータ

あり

あり

危険性の判定 ②NFPA704

・強酸化剤との混合危険
・可燃性である可能性

記載なし

記載なし

評価対象外

Br2

－有害性: 3
－可燃性: 0

－不安定性: 0

記載あり

記載あり

有害性評価

イソブタン

－有害性: 0
－可燃性: 4

－不安定性: 0

記載あり

記載あり

火災・爆発評価
 

 

化学物質名 
危険性の判定 物性データの有無 

判定 
①CAMEO Chemicals ②NFPA704 ③DIPPR 

HBCD 
強酸化剤との混合危険 

可燃性である可能性 
記載なし 記載なし 評価対象外 

臭素 記載あり 
有害性:3 可燃性:0  

不安定性:0 
記載あり 有害性評価 

イソブタン 記載あり 
有害性:0 可燃性:4  

不安定性:0 
記載あり 

火災･爆発 

評価 
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